

















































































































































































































対策法 kの要措置灰域の指定 (6条1項)、汚染の除去等の措置の指示 (7条1項)
の例(予防原則ベースの規制1)あるいは環境基準(公害対策基本法9条1項、環境
基本法16条1項)はリスク管理水準を異にするが、いずれも未然防止概念で説明
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ドイツ法上の予防原則は損害発生後のリスク配慮に対する損害・リスクの発生抑
制に向けたリスク管理の優先性を認識したうえで、リスク管理を行政レベルの古典
的危険防御からその前段階、一義的には、立法レベルでのリスク管理によって拡大
する考え方を基礎とした。環境法における予防原則も例外ではなく、ここでは、リ
スク管理の射程範囲の拡大に加え、保護法益の拡大(環境保護)を含めた。古典的
危険防御による損害の発生抑制から予防原則による損害・リスクの発生抑制への考
え方の転換は、 2段階型のリスク管理(危険防御・残余リスク)を 3段階型(危険
防御・リスク配慮・残余リスク)に変革することを志味し、この志;味で、予防原則は
ドイツ法における損害・リスクの発生抑制に向けた環境法の生成、発展のけん引役
を果たした。一点、わが同環境法における予防原則は同際環境法 .EU環境法 hの
それの影響を受けたが、困際環境法 .EU環境法上の予防原則はドイツ法上のそれ
に同来するといわれる。しかし、国際環境法 .EU環境j去にはドイツ法上の古典的
危険防御の法制度をもたず、また、予防原則規定導入前から未然防止の考え方は定
着していたから、そこにどのような形でドイツ法上の予防原則を導入したか、特
に、未然防止原則との射科範囲、法律効果面での休み分けは、必ずしも、明旅でな
い(61)。このことは国際環境法・ EU環境法上の予防原則の影響を受けたといわれ
るわが国環境法にも妥当する。
結論的にいえば、わが国でもリスク 3段階論は妥当し、また、公害対策恭本法制
定段階で損害発生後の配慮に対する損害発生前の配慮の優先性を強調する「未然防
止」概念は「予防原則」の考え方を包含する。それ故、ドイツ法上の危険防御(拘
束的リスク管理領域)と予防原則(裁量的リスク管理領域)を合わせたリスク
はその時点では導入消であったと理解でき、予防原則概念を強調する意義が大きい
わけでは必ずしもない。その・方で、その時点では、そして、おそらくは、環境基
本法制定時点でも、「予防原則J概念:が明確な形で認識されていたわけではない。
それ故、 2000年前後の時期からわが国でも予防原則概念が喧伝されるようになっ
たことは、わが国環境法におけるリスク管理の質を向上させ、かっ、リスク管理時
(61) tlM高・環境管制47巻6号50寅(前掲): I司「予防原則」新美育文ほか編「環境法大系J
183頁(商事法務研究会・ 2012年)。
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点を前倒しされるん・向に一つの役割を呆たしたといえるであろうが、事前のリスク
管理の不存在ないし不充分から現実に質的・量的に大きな損害が発牛‘し、事後救済
(損害賠償請求だけでなく不作為違法を理由とする同家賠償請求あるいは行政 hの
補償請求)が求められる事案は現在でも存在する。予防原則は、一方で、先端的科
学・技術の開発・利用のチャンスを享受し、不可避的に残余リスクを許容するか
ら、ゼロ・リスク政策のリスクをも視野にいれ、他方で、損害・リスクの発生前の
最少化を目標とする。予防原則の考え方の本質は、確実性が低くあるいは未知性が
高い段階で、可能な限り早い段階で、 -リスクの発生抑制、最少化を目指すこ
とである。予防原則によって導入されるリスク管県措置は、必然的に、予期される
損害・リスクの質と景、時間的・空間的近迫性の程度、確実性あるいは未知性の程
度によって、例えば、リスク調査、情報提供等の暫定的、啓蒙的措置から制限、禁
止を含む最終的措置まで、多様性があり得る。予防原則の考え方を環境法戦略・政
策上実践するためには、先端科学・技術の開発・利用に伴う新たなリスク情報を
関係各省庁が共有し合うシステムを確保すること、リスク情報に応じて迅速、か
っ、弾力的にリスク管理を実現できるような法制度の事前の整備が不可欠であろ
う。また、学説にとって重要なことは、予防原則の考え方によって、先端的科学・
技術法領域に不可避的に生じる知見の不足、欠落に起悶する不確実性、未知の程度
とリスクの質・量に応じたリスク管理措置の在り方を掘り下げ、 t員害・リスクの発
生抑制・最少化の重要性を強調することであろう。
[後記]
オランダにおける化学物質関連リスク管I壊の議論を契機として「予防原則」に強
い関心を抱いたのは1990年代後半の時期であったが、当時は概念の大きさに圧倒
されてその全貌を理解するにほと守遠かった。その後、環境法における原則論、原因
者負担原則論、協調原則論、白日責任原則論、統合的環境管理論、持続的発展論、
リスク管理論、環境損害論、基本権保護義務論、基本的義務論、基本法20条aに
おける環境保護国家目標規定論および予防原則と不口J分の関係にある危険と危険
の疑い論等の予備研究を経て、現時点における理解の到達点として予防原則の再考
を試みた。最終講義 (2011年3月)で報告を予定したが、東日本大震災により最
終講義を中止せざるを得ず、その予稿をもとに本稿をまとめた。研究不充分な点、
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詰め残した論点は多いが、本稿をもって企業生活、研究生活を通じて多大なご指
ご教示'a::'賜った多くのん‘々 に対する感謝の意に代える。
(明治大学法学部元専任教授)
198 
